
旧保土ケ谷県税事務所の利活用の検討状況について（報告） 

１ 趣旨 

保土ケ谷駅周辺においては、鉄道と国道で分断されている駅西側と東側の連携や、東口商店街の活

性化、駅周辺のバリアフリー化、地域ケアプラザや保育所の整備等の地域課題の解決に向けた取組が

必要となっています。

このため、平成 28 年 12 月に、旧保土ケ谷県税事務所の土地・建物を神奈川県から取得し、特に早

期の整備が求められている地域ケアプラザ及び保育所の整備に向けて、既存施設の暫定活用について

検討しましたが、耐震改修等に高額な費用を要するため、既存施設を解体し、本格的な活用に向け、

事業者公募を行うこととします。

図１ 検討の経緯 

２ 地域課題解決に向けたまちづくりの取組 

(1) 短期的な取組

・ 区内の整備予定エリアのうち、唯一未整備となっている地域ケアプラザの整備

・ 区内でも保留児童が多いエリアであることを踏まえた保育所の整備

・ 保土ケ谷区バリアフリー基本構想（平成 31 年３月策定）を踏まえた、東口駅前広場におけるバ

リアフリー化の推進（道路局事業）

(2) 長期的な取組

・ 商店街を含む駅前のにぎわい創出に向けた、市・地域住民・民間事業者等が連携したエリアマネ

ジメントの推進

・ 鉄道と国道による駅東西の分断解消に向けた、デッキ接続等による駅周辺の歩行者動線の改善

３ 活用提案の公募について 

  地域課題の解決に向けて、地域ケアプラザ及び保育所の整備

を求めるとともに、長期的な取組にも配慮した提案を条件とし、

事業者の公募を実施します。

(1) 契約方法

市と活用事業者が将来にわたって連携しながら、

地域課題の解決やまちづくりに取り組んでいくため、

売却ではなく、一般定期借地権設定契約（52 年間） 
により対象土地を貸し付けます。

(2) スケジュール

・ 令和元年秋頃に事業者公募を開始し、令和２年３月までの事業予定者決定を目指します。

・ 事業予定者決定後、民間事業者による既存施設の解体及び新施設の整備を進めていきます

（令和５年度施設開所見込）。

＜参考 まちづくりの取組の方向性と建物概要について＞

商店街の活性化 
東口駅前広場 

東西エリアの円滑な接続 

駅前広場の 
バリアフリー対応 

西口駅前広場 

旧保土ケ谷県税事務所 

【敷地面積】 

約 1,102㎡ 

【用途地域】 

近隣商業（80％/300％） 

２中高 （60％/150％） 

⇒床面積（最大）約 2,660㎡

【高度地区】 

第６種（最高高さ 20m） 

令 和 元 年 ７ 月 ２ 日 

建築・都市整備・道路委員会資料 

都 市 整 備 局 

地域ケアプラザ及び 
保育所の整備 

事業者が整備・所有 

■民間提案による床利用

（賃貸事業又は自己利用)

■保育所

事業者が整備、市が所有 

■地域ケアプラザ

（480 ㎡程度） 

床面積（最大）：約 2,660 ㎡ 

敷地面積：約 1,102 ㎡ 

H28 年度 
■ 神奈川県より取得（12 月）

■ 既存建物耐震診断

耐震構造指標（Is 値）：0.59
（0.79 未満で倒壊の危険性有） 

H29 年度 
■ 暫定活用可能性検討（費用試算）

既存施設の耐震補強・改修等を

行った場合：約３億６千万円

（既存施設解体後、10 年間使用する 
暫定建物を新築した場合：約４億円） 

東西エリアの円滑な接続の

イメージを表現しており、

接続位置を特定している

ものではありません

H30 年度 
■ 本格活用に向けた

検討

図２ 施設整備のイメージ 
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